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医療法及び医師法の一部を改正する法律の施行について 

（医師少数区域経験認定医師について） 

 

時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

さて今般、厚生労働省医政局長より各都道府県知事等宛に標記通知が発出される

とともに、本会に対しても周知方依頼がありました。 

平成３０年７月の医療法・医師法の改正により、医師の確保を特に図るべき区域

（医師少数区域等）における医療の提供に関する知見を有するために必要な経験を

有する医師を厚生労働大臣が認定する制度が創設され、令和２年４月１日より施行

されます。 

今回の通知の概要は下記のとおりですが、具体的な認定の申請等の手続きについ

ては、別紙をご参照ください。なお「様式４」は、追って定められる予定であるこ

とを申し添えます。 

つきしては、貴会におかれましても本件についてご了知賜りますとともに、貴会

管下郡市区医師会等への周知方につき、ご高配のほどよろしくお願い申し上げま

す。 

記 

 

１．認定に必要な期間について 

 認定に必要となる医師少数区域等所在病院等における医療提供業務実施期間は

６月以上で、原則として同一の医師少数区域等所在病院等に週３２時間以上勤務

することとされており、この場合は勤務を行っていない日を認定に必要な勤務期

間に含めることが可能です。 



 医師免許を取得して９年以上経過した後に医師少数区域等所在病院等に勤務す

る場合は、同一又は複数の病院等における断続的な勤務の日数を合計して 180 日

となった場合も認定に必要な勤務期間に達したものと扱われますが、この場合は

実際に勤務を行っていない日は勤務日数に含まれません。 

 

２．認定に必要な業務について 

 認定に必要な業務として、次のア～ウに掲げる全ての業務を行う必要がありま

す。 

ア 個々の患者に対し、その生活状況を考慮し、幅広い病態について継続的な

診療及び保健指導を行う業務 

イ 他の病院等との連携及び患者が住み慣れた地域で日常生活を営むことがで

きるよう支援するための保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者

との連携に関する業務 

ウ 地域住民に対する健康診査、保健指導その他の地域保健に関する業務 

通知には、これらの業務の具体例が示されていますので、併せてご参照くださ

い。 

 

３．管理者要件について 

 認定を受けた臨床研修等修了医師が管理しなければならない病院（管理者要件

の対象となる病院）は、地域医療支援病院のうち、医師少数区域等所在病院等に

対して医師を派遣し、又は医師の確保を特に図るべき区域における医療の質の向

上若しくはその環境の整備に資する事業を行う病院とされています。 

 なお、上記の管理者要件の対象となる病院であっても、地域における医療の確

保のために当該病院を管理させることが適当と認められる者（令和２年４月１日

以降に研修を開始した医師以外の者に限る）等の場合は、認定を受けていない臨

床研修等修了医師に病院を管理させることが認められます。 

 

４．その他 

 認定を受けた医師である旨について、医業又は病院若しくは診療所に関する広

告として広告する際の名称は「医師少数区域経験認定医師」とすることとされて

います。 

以上 



公益社団法人日本医師会会長殿

標記につきまして、別紙のとおり各都道府県知事、保健所設置市長及び特別区長宛て通

知しましたので、御了知いただくとともに、貴下団体会員等に対する周知方よろしくぉ取

り計らい願います。
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十一ート

平成30年7月25日に医療法及び医師法の一部を改正する法律(平成30年法

律第79号。以下「改正法」という。)が公布され、医療法(昭和23年法律第205
号。以下Ⅳ劫という。)の一部改正(厚生労働大臣による医師の認定に関する

事項等)については、令和2年4月1日付けで施行することとされています。
これに伴い、施行に必要な関係政令等の整備等を行うため、医療法施行令等の

一部を改正する政令(令和元年政令第209号。以下「改正政令」という。)が令
和元年12月25日に公布されるとともに、医療法施行規則の一部を改正する省令

(令和2年厚生労働省令第4号。以下「改正省令」という。)が令和2年1月16
日に公布され、いずれも令和2年4月1日付けで施行・適用されることとなりま
す。

これらの趣旨及び主な内容は、下記のとおりですので、貴職におかれては、十
分御了知の上、管内市町村(特別区を含む。)を始め、関係者、関係団体等に周
知をお願いします。

医療法及び医師法の一部を改正する法律の施行について(通知)
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第1 改正の趣旨

改正法により、厚生労働大臣が、法第7条に規定する臨床研修等修了医師の

申請に基づき、医師の確保を特に図るべき区域における医療の提供に関する知
見を有するために必要な経験を有するものであることの認定を行うこととな

つたことを受け、施行に必要な所要の規定の整備を行う。

第2 改正の内容

1 改正法による改正後の法第5条の2第1項の認定(以下「認定」という。)
に係る手続きについては、次に掲げるとおりとするとと。なお、(1)の工

から力までに掲げる事項を記載する申請様式については、追って定める。

(1)認定の申請

厚
(
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認定を受けようとする者は、以下の事項を記載した申請書を、以下の事

項のうちア~ウについて証する書類を添えて厚生労働大臣に提出すること。
ア医師の確保を特に図るべき区域において行った医療の提供に関す

る業務の内容(3のアからウまでに掲げる全ての業務を含むものと
する。)

イアの業務を行った期間

ウアの業務を行った、医師の確保を特に図るべき区域に所在する病

院又は診療所(以下「医師少数区域等所在病院等」という。)の名称
及び所在地
エアの業務を行うこととなった理由

オアの業務を行った医師少数区域等所在病院等の勤務環境
カアの期間及びその前後の期間における勤務地その他の勤務の状況
キその他認定をするために必要な事項

オの「勤務環境」として、医師少数区域等所在病院等における業務の内
容(アに該当するものを除く。)、従事した診療科、勤務環境(勤務時間

等)、処遇絲合与・福利厚生)等について報告するものとする。

なお、法第5条の2第1項の医師の確保を特に図るべき区域(以下「医
師少数区域等」という。)は、法第30条の4第6項に規定する区域及び法

第30条の4第2項第 14号に規定する区域(法第 30 条の4第6項に規定
する区域を除く。)内の区域であって、医師の確保を特に図るべきものと

して当該区域の属する都道府県の知事が定めたものとすること。

(2)認定証明書の再交付の申請

認定を受けた者が認定証明書を亡失し、又は殿損したときは、申請書を
厚生労働大臣に提出した上で、認定証明書の再交付の申請をすることが
できること。

なお、認定証明書を殿損した者が再交付の申請をする場合には、申請書
にその認定証明書を添えなければならないこと。
また、認定証明書の再交付を受けた後、亡失した認定証明書を発見した

ときは、 5日以内に、これを厚生労働大臣に返納しなければならないこと。

(3)認定証明書の返納

認定の取消処分を受けた者は、5日以内に、認定証明書を厚生労働大臣
に返納しなければならないこと。

2 医籍に登録する事項に、当該医師が認定を受けた旨を追加すること。

3 法第5条の2第1項の厚生労働省令で定める経験は、法第7条に規定する

臨床研修等修了医師が、医師少数区域等所在病院等において6月以上の期間

診療に従事し、かつ、当該病院等において次に掲げる全ての業務を行った経
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験とすること。

ア個々の患者に対し、その生活状況を考慮し、幅広い病態について継続
的な診療及び保健指導を行う業務

イ他の病院等との連携及び患者が住み慣れた地域で日常生活を営むこ
とができるよう支援するための保健医療サービス又は福祉サービスを

提供する者との連携に関する業務

ウ地域住民に対する健康診査、保健指導その他の地域保健に関する業務

(1)認定に必要な期間

認定に必要な診療を行っている期間においては、原則として同一の医師少

数区域等所在病院等に週32時間以上(育児・介護休業法の規定に基づき短
時間勤務を行っている場合は原則として週30時間以上)勤務することとす

る。この場合は、勤務を行っていない日を認定に必要な勤務期間に含めるこ
とができるものとし、また、妊娠・出産・育児・傷病・短期の休暇等の理由

により勤務を中断した場合は、中断前後の勤務期間を合算できることとする。

ただし、医師免許を取得して9年以上経過した後に医師少数区域等所在病
院等に勤務する場合には、同一又は複数の医師少数区域等所在病院等におけ

る断続的な勤務の日数を合計して180日となった場合も認定に必要な勤務期
間に達したものとして扱うが、この場合は実際に勤務を行っていない日は勤
務の日数に含めないこととする。

なお、認定の対象となるのは、原則として当該医師少数区域等所在病院等

の所在する地域が医療計画において医師少数区域等として位置づけられて
いる間の勤務とするが、診療を開始した時点において医師少数区域等に該当
する地域であって、その後医師少数区域等に該当しなくなった地域について

は、当該医師少数区域等所在病院等において診療を開始した後初めて医師少

数区域等に該当しなくなった時点から3年の間は、医師少数区域等とみなす。

(2)認定に必要な業務

上述の認定に必要なア~ウの業務の例示としては、以下のものが考えら
れる。

(認定に必要な業務の具体例)
(アの業務の例)

・地域の患者への継続的な診療

・診療時間外の患者の急変時の対応

・在宅療養を行っている患者に対する継続的な訪問診療

・在宅療養を行っている患者が急変した際の往診
・小児等に対する夜間診療の実施

※アの業務は、専門的な医療機関に対する患者の受診の必要性の判断
を含むものとする。
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(イの業務の例)

・地域ケア会議、要保護児童対策地域協議会等への参加

・他の医療機関又は介護・福祉事業者が加わる退院カンファレンスへの
参加等、患者の転院、転棟、退院先との調整
・介護認定審査会への参加

・地域の医療従事者に対する研修の実施(講師としての参加を含む。)
(ウの業務の例)

・公共的な性格を有する定型的な健康診断※及びその結果に基づく保健
指導
※労働安全衛生法に基づく健康診断、学校保健法に基づく健康診断、母子保健

法に基づく健康診査、健康増進法に基づくがん検診、高齢者の医療の確保に

関する法律に基づく特定健康診査、保険者からの委託に基づく健康診断等が

含まれる。

・予防接種法に掲げられた疾病の予防を目的とした予防接種

・地域で行われる母親学級での講演や、地域で行われる生活習慣病等に
関する院内外における講習会等、地域住民に対する保健医療に関す
る講習会の実施(講師としての参加を含む。)

4 医業をなす病院又は医業及び歯科医業を併せ行うものであって主として
医業を行う病院である場合に認定を受けた臨床研修等修了医師が管理しな

ければならない病院並びに当該病院であっても認定を受けていない臨床研

修等修了医師に管理させることができる場合を以下のとおり定める。

(1)管理者要件の対象となる病院

地域医療支援病院のうち医師少数区域等所在病院等に対して医師を派

遣し、又は医師の確保を特に図るべき区域における医療の質の向上若し
くはその環境の整備に資する事業を行う病院とする。

なお、この具体例としては、以下のものが考えられる。

・医師少数区域等における巡回診療

・医師少数区域等の病院等への医師派遣(代診医の派遣を含む。)

・総合診療の部門を備えた上でのプライマリ・ケアに関する研修・指導

(2)管理者要件の例外となる場合

以下に掲げる場合は、(1)に掲げる場合であっても、認定を受けてい

ない臨床研修等修了医師に病院を管理させることができる。
ア地域における医療の確保のために当該病院を管理させることが適
当と認められる者(令和2年4月1日以降に臨床研修を開始した医

師以外の医師に限る。)に病院を管理させる場合

イアの場合のほか、前任の病院の管理者が不在となることが予期し
なかった場合であって、認定を受けていない者に当該病院を管理さ

せることについてやむを得ない事情があると都道府県知事が認める
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場合

なお、イについては真にやむを得ない場合に限るものとし、都道府県は、
イの場合を認めるに当たっては厚生労働省医政局と協議の上で判断する
こと。

第3 その他

認定を受けた医師である旨について、医業又は病院若しくは診療所に関する

広告として広告する際の名称は、「医師少数区域経験認定医師」とすること。
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第1 認定の申請手続き

法第5条の2第1項の認定の申請は、以下のとおり行うこと。

法第5条の2第1項の認定の申請等の手続きについて

(1)同一の医師少数区域等所在病院等における連続した勤務に基づき申請を行う場合

・申請者は、認定に必要な経験に関する所定の事項を呂1信己様式1-1に基づき記載

すること。

・認定に必要な業務を行った医療機関として別記様式1-1に記載された医師少数

区域等所在病院等の管理者は、申請者の勤務についての証明書を呂1信己様式1-2に

基づき記載すること。

・申請者は、認定に必要な業務を行うこととなった理由、当該業務を行った医師少

数区域等所在病院等の勤務環境、当該業務を行った期間及びその前後の期間におけ

る勤務地その他の勤務の状況について、別記様式4に基づき記載すること。

・呂1信己様式1-1,1-2,4に基づき記載した申請書及び以下の書類を住所地の

都道府県を管轄する地方厚生局に提出すること。

・臨床研修修了登録証の写し

(平成16年3月以前の医師免許取得者にあっては「医師免許証の写し」)

・認定証送付用封筒(角形2号の封筒に住所・氏名を記載し、575円分の切手を貼

付のこと。)

区亟ヨ

(2)医師免許取得後9年以上経過した医師による同一又は複数の医師少数区域等所在病

院等における断続的な勤務に基づき申請を行う場合

・申請者は、認定に必要な経験に関する所定の事項を別記様式2-1に基づき記載

すること。

・認定に必要な業務を行った医療機関として別記様式2-1に記載された全ての医

師少数区域等所在病院等の管理者は、申請者による当該医療機関における勤務にっ

いての証明書を男1信己様式2-2に基づき記載すること。

・申請者は、認定に必要な業務を行うこととなった理由、当該業務を行った医師少

数区域等所在病院等の勤務環境、当該業務を行った期間及びその前後の期間におけ

る勤務地について、呂1信己様式4に基づき記載すること。

・別記様式2-1,2-2,4に基づき記載した申請書及び以下の書類を住所地の

都道府県を管轄する地方厚生局に提出すること。

・臨床研修修了登録証の写し

(平成16年3月以前の医師免許取得者にあっては「医師免許証の写し」)

・認定証送付用封筒(角形2号の封筒に住所・氏名を記載し、575円分の切手を貼
付のとと。)



第2 認定証明書の再交付の申請

認定証明書の再交付の申請は、別記様式3に基づき記載した再交付申請書及び以下の書

類を、住所地の都道府県を管轄する地方厚生局に提出すること。

・臨床研修修了登録証の写し

(平成16年3月以前の医師免許取得者にあっては「医師免許証の写し」)

・認定証送付用封筒

(角形2号の封筒に住所・氏名を記載し、 575円分の切手を貼付のこと。)



認定年月日

医籍

登録番号

法第5条の2第1項の認定の申請書

(同一の医師少数区域等所在病院等における連続した勤務に基づき申請を行う場合)

第

医療機関の名称

認定の対象となる勤務を行った医療機関の名称及び所在地並びに勤務期間

令和年月日~令和年月日

当該期間において、週32時間以上※の勤務を(行った行っていない)
※本申請書における「週32時間以上の勤務」とは、育児・介護休業法の規定に基づき短時間勤務を行ってぃる場合にっいて

は、週30時間以上の勤務の場合も含まれること。

当該期間において、妊娠・出産・育児・傷病・短期の休暇等により週32時間以上の勤務を中断
した場合は、以下に期間と理由を記載すること。

①令和年月日~令和年月日(理由
②令和年月日~令和年月日(理由

号
医籍登録

年月日

臨床研修
修了登録
年月日

令和

平成
昭和

(ア)個々の患者に対し、その生活状況を考慮し、幅広い病態にっいて継続的な診療及び保健指導を行
う業務

1.地域の患者への継続的な診療

2.診療時間外の患者の急変時の対応

3.在宅療養を行っている患者に対する継続的な訪問診療

4.在宅療養を行っている患者が急変した際の往診

5.小児等に対する夜間診療の実施

6.その他(

※アの業務は、専門的な医療機関に対する患者の受診の必要性の判断を含むものとする。

(イ)他の病院等との連携及び患者が住み慣れた地域で日常生活を営むことができるよう支援するため
の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との連携に関する業務

1.地域ケア会議、要保護児童対策地域協議会等への参加

2.他の医療機関又は介護・福祉事業者が加わる退院カンファレンスへの参加等、患者の転院、

転棟、退院先との調整

3.介護認定審査会への参加

4.地域の医療従事者に対する研修の実施(講師としての参加を含む。)

5.その他(

(ウ)地域住民に対する健康診査、保健指導その他の地域保健に関する業務

1.公共的な性格を有する定型的な健康診断※及びその結果に基づく保健指導

※労働安全衛生法に基づく健康診断

学校保健法に基づく健康診断

当該医療機関で行った業務(アからウまでのそれぞれにつき1つ以上0で囲むこと。)

<和

平成

様式1-1

年

勤務期間

年

所在地

月

月

日

日

)
)



母子保健法に基づく健康診査

健康増進法に基づくがん検診

高齢者の医療の確保に関する法律に基づく特定健康診査

保険者からの委託に基づく健康診断等が含まれる。

予防接種法に掲げられた疾病の予防を目的とした予防接種

地域で行われる母親学級での講演や、地域で行われる生活習慣病等に関する院内外における講

習会等、地域住民に対する保健医療に関する講習会の実施(講師としての参加を含む。)

その他(

上記のとおり業務を行ったことをもって、医療法第5条の2第1項の認定を申請します。

4

令禾口

本籍

(国籍)

郵便番号

年

住

月

所

ふりがな

日

氏 名

生年月日

(姓)

厚生労働大臣殿

H召矛口
平成
西暦

電話番号

(名)

印

年

性別

男

月

女

日

1

地方厚生局受付印

道
県

都
府

道
県

都
府

2
 
3



医療法第5条の2第1項の認定に必要な経験に係る証明書

(同一の医師少数区域等所在病院等における連続した勤務に基づき申請を行う場合)

当該医療機関における勤務期間に関して下記の記載に相違ないこと及び申

請者が当該期間に当該医療機関において以下の(ア)から(ウ)の全ての業務

を行ったことを証明する。

年

申請者氏名

月

様式1-2

日

医療機関の名称

(医療機関の名称)

勤務期間

令和 年 日~令和月 年 月 日

当該期間において、週32時間以上※の勤務を(行った行っていない)
※本申請書における「週32時間以上の勤務」とは、育児・介護休業法の規定に基づき短時間勤務を行ってぃる場合にっい

ては、週30時間以上の勤務の場合も含まれること。

当該期間において、妊娠・出産・育児・傷病・短期の休暇等により週32時間以上の勤務を中
断した場合は、以下に期間と理由を記載すること。
①令和年月日~令和年月日(理由
②令和年月日~令和年月日(理由

("理者氏名)

厚生労働大臣殿

(ア)から(ウ)の業務

(ア)個々の患者に対し、その生活状況を考慮し、幅広い病態について継続的な診療及び保健指導を行
う業務

(イ)他の病院等との連携及び患者が住み慣れた地域で日常生活を営むことができるよう支援するため
の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との連携に関する業務

(ウ)地域住民に対する健康診査、保健指導その他の地域保健に関する業務

年 月

所在地

日生まれ)

印

)
)



(アの業務の例)

・地域の患者への継続的な診療

・診療時間外の患者の急変時の対応

・在宅療養を行っている患者に対する継続的な訪問診療

・在宅療養を行っている患者が急変した際の往診

・小児等に対する夜間診療の実施

※アの業務は、専門的な医療機関に対する患者の受診の必要性の判断を含むものとする。

(イの業務の例)

・地域ケア会議、要保護児童対策地域協議会等への参加

・他の医療機関又は介護・福祉事業者が加わる退院カンファレンスへの参加等、患者の転院、転

棟、退院先との調整

・介護認定審査会への参加

・小児の慢性疾患患者についての教育施設等、環境の面で特別な配慮が必要な慢性疾患患者に

ついての環境を担う施設との調整

・地域の医療従事者に対する研修の実施(講師としての参加を含む。)

(ウの業務の例)

・公共的な性格を有する定型的な健康診断※及びその結果に基づく保健指導

※労働安全衛生法に基づく健康診断

学校保健法に基づく健康診断

母子保健法に基づく健康診査

健康増進法に基づくがん検診

高齢者の医療の確保に関する法律に基づく特定健康診査

保険者からの委託に基づく健康診断

等が含まれる。

・予防接種法に掲げられた疾病の予防を目的とした予防接種

・地域で行われる母親学級での講演や、地域で行われる生活習慣病等に関する院内外における
講習会等、地域住民に対する保健医療に関する講習会の実施(講師としての参加を含む。)



認定年月日

医療法第5条の2第1項の認定の申請書

(医師免許取得後9年以上経過した医師による同一又は複数の医師少数区域等所在病院等における断続

的な勤務に基づき申請を行う場合)

医籍

登録番号
第

認定の対象となる勤務を行った医療機関の名称及び所在地、勤務期間並びに当該医療機関において行っ
た業務

※認定の対象となる勤務を行った医療機関が複数ある場合は、そのうち勤務を開始した時期が早い医
療機関における勤務から1恒に次項の欄に記載すること。

※下欄のア~ウの業務の具体例としては、以下のものが考えられる。
(アの業務の仰D
・地域の患者への継続的な診療
・診療時間外の患者の急変時の対応
・在宅療養を行っている患者に対する継続的な訪問診療
・在宅療養を行っている患者が急変した際の往診
・小児等に対する夜間診療の実施※アの業務は、専門的な医療機関に対する患者の受診の必要性の
判断を含むものとする。
(イの業務の例)
・地域ケア会議、要保護児童対策地域協議会等への参加
・他の医療機関又は介護・福祉事業者が加わる退院カンファレンスへの参加等、患者の転院、転棟、
退院先との調整
・介護認定審査会への参加
・地域の医療従事者に対する研修の実施(講師としての参加を含む。)
(ウの業務の例)
公共的な性格を有する定型的な健康診断※及びその結果に基づく保健指導
※労働安全衛生法に基づく健康診断
学校保健法に基づく健康診断
母子保健法に基づく健康診査
健康損診放に基づくがん検診
高齢者の医療の確保に関する法律に基づく特定健康診査
保険者からの委託に基づく健康診断等が含まれる。

・予防接種法に掲げられた疾病の予防を目的とした予防接種
・地域で行われる母親学級での講演や、地域で行われる生活習慣病等に関する院内外における講
習会等、地域住民に対する保健医療に関する講習会の実施(講師としての参加を含む。)

号
医籍登録

年月日

臨床研修
修了登録
年月日

令手口

平成
昭和

様式2 -1

A和

平成

年

年

月

月

日

日



認定の対象となる勤務()

医療機関の名称

(ア)個々の患者に対し、その生活状況を考慮し、幅広い病態について継続的な診療及び保健指導を
行う業務

1.地域の患者への継続的な診療

2.診療時間外の患者の急変時の対応

3.在宅療養を行っている患者に対する継続的な訪問診療

4.在宅療養を行っている患者が急変した際の往診

5.小児等に対する夜間診療の実施

6.その他(

※アの業務は、専門的な医療機関に対する患者の受診の必要性の判断を含むものとする。

(イ)他の病院等との連携及び患者が住み慣れた地域で日常生活を営むことができるよう支援するた
めの保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との連携に関する業務

1.地域ケア会議、要保護児童対策地域協議会等への参加

2.他の医療機関又は介護・福祉事業者が加わる退院カンファレンスへの参加等、患者の転院、

転棟、退院先との調整

3.介護認定審査会への参加

4.地域の医療従事者に対する研修の実施(講師としての参加を含む。)

5.その他(

(ウ)地域住民に対する健康診査、保健指導その他の地域保健に関する業務

1.公共的な性格を有する定型的な健康診断※及びその結果に基づく保健指導

※労働安全衛生法に基づく健康診断

学校保健法に基づく健康診断

母子保健法に基づく健康診査

健康増進法に基づくがん検診

高齢者の医療の確保に関する法律に基づく特定健康診査

保険者からの委託に基づく健康診断等が含まれる。

2.予防接種法に掲げられた疾病の予防を目的とした予防接種

3.地域で行われる母親学級での講演や、地域で行われる生活習慣病等に関する院内外における

講習会等、地域住民に対する保健医療に関する講習会の実施(講師としての参加を含む。)

4.その他(

令和

当該医療機関において行った業務(該当するものを0で囲むこと。)

年 月 日 ^
勤務期間

令和

所在地

年 目 日のうち 日



上記のとおり業務を行ったことをもって、医療法第5条の2第1項の認定を申請します。

令和年月日

本籍

(国籍)

郵便番号

住

ふりがな

所

氏 名

生年月日

(姓)

厚生労働大臣殿

昭和
平成
西暦

電話番号

(名)

印

年

性別

男

月

女

日

地方厚生局受付印

道
県

都
府

道
県

都
府



医療法第5条の2第1項の認定に必要な経験に係る証明書
(医師免許取得後9年以上経過した医師による同一又は複数の医師少数区域等所在病院等における断続

的な勤務に基づき申請を行う場合)

当該医療機関における勤務期間及び業務内容に関し、下記の記載に相違ない

ことを証明する。

年

申請者氏名

月

医療機関の名称

日

勤務期間

令和年月日~令和年月日のうち 日

当該医療機関において行った業務(該当するものを0で囲むこと。)

ア個々の患者に対し、その生活状況を考慮し、幅広い病態について継続的な診療及び保健指導を行
う業務

イ他の病院等との連携及び患者が住み慣れた地域で日常生活を営むことができるよう支援するため
の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との連携に関する業務

ウ地域住民に対する健康診査、保健指導その他の地域保健に関する業務

様式2-2

(医療機関の名称)

(処理者氏名)

厚生労働大臣殿

※上欄のア~ウの業務の具体例としては、以下のものが考えられる。
(アの業務の伊」)
・地域の患者の慢性疾患に対する継続的な治療
その他、地域の患者への継続的な診療及び保健指導.

地域住民に外来診療が必要となった際の外来診療.

地域の患者に入院治療が必要になった際の入院治療
診療時間外の患者の急変時の対応
・在宅療養を行っている患者に対する継続的な訪問診療
・在宅療養を行っている患者が急変した際の往診
※アの業務は、専門的な医療機関に対する患者の受診の必要性の判断を含むものとする。
(イの業務の例)
・地域ケア会議、要保護児童対策地域協議会等への参加

・他の医療機関又は介護・福祉事業者が加わる退院カンファレンスへの参加等、患者の転院、転棟、
退院先との調整
介護認定審査会への参加
小児等に対する夜間診療の実施

年

印

月

所在地

日生まれ)



・小児の慢性疾患患者についての教育施設等、環境の面で特別な配慮が必要な慢性疾患患者にっい
ての環境を担う施設との調整
・地域の医療従事者に対する研修の実施(講師としての参加を含む。)
(ウの業務の例)
・公共的な性格を有する定型的な健康診断※及びその結果に基づく保健指導
※労働安全衛生法に基づく健康診断
学校保健法に基づく健康診断
母子保健法に基づく健康診査
健康増進法に基づくがん検診
高齢者の医療の確保に関する法律に基づく特定健康診査
保険者からの委託に基づく健康診断等が含まれる。

・予防接種法に掲げられた疾病の予防を目的とした予防接種
・地域で行われる母親学級での講演や、地域で行われる生活習慣病等に関する院内外における講
習会等、地域住民に対する保健医療に関する講習会の実施(講師としての参加を含む。)



,

医療法第5条の2第1項

認定年月日

医療法第5条の2第1項の認定証明書の再交付申請書

医籍

登録番号
第

令和

本籍

(国籍)

年

郵便番号

住

月

所

ふりがな

日

号
医籍登録

年月日

氏

臨床研修
修了登録
年月日

名

令和
平成
昭和

様式3

生年月日

(姓)

令手口

平成

昭和
平成
西暦

電話番号

年

年

上記認定証を(き損・亡失)したので関係書類を添えて再交付を希望します。

月

(名)

厚生労働大臣殿

月

日

印

年

日

性別

男

月

女

日

地方厚生局受付印

道
県

都
府

道
県

都
府



報官9
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法
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令
等
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こ
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布
す
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。

御
名
御
璽

令
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元
年
十
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月
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十
五
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政
令
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百
九
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法
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行
令
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を
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正
す
る
政
令
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閣
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、
医
療
法
及
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医
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法
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部
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す
る
法
律
(
平
成
三
十
年
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律
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)
の
一
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並
び
に
医
療
法
(
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
百
五
号
)
第
五
条
の
二
第
四
項
医
師
法
(
昭
和
二
十
三
年
法
律
第

)
、
し二
百
言
ぢ
)
第
八
条
及
び
医
療
法
及
び
医
師
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
十
五
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政

令
を
制
定
す
る
。

(
医
療
法
施
行
令
の
一
部
改
正
)

第
一
条
医
療
法
施
行
令
(
昭
和
二
十
三
年
政
令
第
三
百
二
十
六
号
)
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
条
の
前
の
見
出
し
を
削
り
、
同
条
中
「
医
療
法
(
以
下
「
法
」
と
い
う
。
)
」
を
「
法
」
に
改
め
、
同
条
を
第

一
条
の
五
と
し
、
同
条
の
前
に
見
出
し
と
し
て
ス
法
の
適
用
に
関
す
る
特
例
)
」
を
付
す
る
。

第
一
条
の
五
の
前
に
次
の
四
条
を
加
え
る
。

(
認
定
の
申
請
)

第
一
条
医
療
法
(
以
下
「
法
」
と
い
う
。
)
第
五
条
の
二
第
一
項
の
認
定
(
次
条
か
ら
第
一
条
の
四
ま
で
に
お
い
て

単
に
「
認
定
」
と
い
う
。
)
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
当
該
者
が
同
項
に
規
定
す
る
経
験
を
有
す
る
こ
と
そ
の
他

の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
に
そ
の
内
容
を
証
す
る
書
類
を
添
付
し
、
こ
れ
を
厚
生
労

働
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

(
認
定
証
明
書
の
再
交
付
)

第
一
条
の
二
認
定
を
受
け
た
者
は
、
認
定
証
明
書
を
亡
失
し
、
又
は
豊
損
し
た
と
き
は
、
認
定
証
明
書
の
再
交
付

を
申
請
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

2
 
前
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
は
、
再
交
付
の
事
由
を
記
載
し
た
申
請
書
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
し
て
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

内
閣
総
理
大
臣
臨
時
代
理

国
務
大
臣
麻
生
太
郎

令和元年12月25日水曜日 (号外第 193号)



3
 
認
定
証
明
書
を
殿
損
し
た
者
が
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
を
す
る
場
合
に
は
、
前
項
の
申
請
書
に
そ
の
認
定

証
明
書
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

4
 
認
定
証
明
書
を
亡
失
し
て
そ
の
再
交
付
を
受
け
た
者
は
、
亡
失
し
た
認
定
証
明
書
を
発
見
し
た
と
き
は
、
五
日

以
内
に
、
こ
れ
を
厚
生
労
働
大
臣
に
返
納
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

(
認
定
証
明
書
の
返
納
)

第
一
条
の
三
認
定
の
取
消
し
の
処
分
を
受
け
た
者
は
、
五
日
以
内
に
、
認
定
証
明
書
を
厚
生
労
働
大
臣
に
返
納
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

(
厚
生
労
働
省
令
へ
の
委
任
)

第
一
条
の
四
前
三
条
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、
認
定
又
は
認
定
証
明
書
の
再
交
付
の
申
請
手
続
に
つ
い
て
必
要

な
事
項
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
。

第
四
条
の
五
の
表
中
「
第
一
条
一
を
一
第
一
条
の
五
に
改
め
る
。

戻
師
法
施
行
令
の
一
部
改
正

第
二
条
医
師
法
施
行
令
(
昭
和
二
十
八
年
政
令
第
三
百
八
十
二
号
)
の
.
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
条
第
六
号
中
「
第
十
六
条
の
四
第
一
項
」
を
「
第
十
六
条
の
六
第
.
項
」
に
改
め
、
同
条
中
第
七
号
を
第
八

号
と
し
、
第
六
号
の
次
に
次
の
言
方
を
加
え
る
。

七
医
療
法
(
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
百
五
号
)
第
五
条
の
二
第
.
項
の
認
定
を
受
け
た
旨

第
十
二
条
中
「
第
十
六
条
の
五
」
を
「
第
十
六
条
の
七
」
に
改
め
る
。

(
介
護
保
険
法
施
行
令
の
一
部
改
正

第
三
条
介
護
保
険
法
施
行
令
(
平
成
十
年
政
令
第
四
百
十
二
号
)
の
.
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
三
十
七
条
第
一
項
第
四
号
中
「
第
四
項
並
び
に
第
十
六
条
の
一
己
を
「
第
十
六
条
の
五
」
に
改
め
る
。

(
医
療
法
及
び
医
師
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
の
施
行
に
伴
う
経
過
措
置
を
定
め
る
政
令
の
一
部
改
正
)

第
四
条
医
療
法
及
び
医
師
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
の
施
行
に
伴
う
経
過
措
置
を
定
め
る
政
令
(
平
成
三

十
一
年
政
令
第
十
三
号
)
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

本
則
中
「
医
療
法
及
び
医
師
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
(
以
下
「
改
正
法
」
と
い
う
J
第
五
条
の
規
定
に
よ
る

改
正
後
の
医
師
法
(
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
百
一
号
。
以
下
「
新
医
師
迭
と
い
う
。
)
」
を
「
新
医
師
迭
に
改

め
、
本
則
を
第
二
条
と
し
、
同
条
の
前
に
次
の
見
出
し
及
び
一
条
を
加
え
る
。

(
医
師
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
)

第
一
条
医
療
法
及
び
医
師
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
(
次
条
に
お
い
て
「
改
正
法
」
と
い
う
。
)
第
五
条
の
規
定

に
よ
る
改
正
後
の
医
師
法
(
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
百
一
号
。
次
条
に
お
い
て
「
新
医
師
法
」
と
い
う
J
第
十

六
条
の
二
第
二
項
の
規
定
は
、
外
国
の
病
院
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
適
用
し
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

同
条
第
三
項
中
「
前
項
」
と
あ
る
の
は
、
「
外
国
の
病
院
又
は
前
項
」
と
す
る
。

附
則

(
施
行
期
旦

ー
こ
の
政
令
は
、
令
和
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

国
立
研
究
開
発
法
人
量
子
科
学
技
術
研
究
開
発
機
構
法
第
二
十
条
の
規
定
に
よ
る
医
療
法
施
行
令
等
の
規
定
の
技

術
的
読
替
え
等
に
関
す
る
政
令
等
の
一
部
改
正

2
 
次
に
掲
げ
る
政
令
の
規
定
中
「
第
一
条
」
を
「
第
一
条
の
五
に
改
め
る
。

一
国
立
研
究
開
発
法
人
量
子
科
学
技
術
研
究
開
発
機
構
法
第
二
十
条
の
規
定
に
よ
る
医
療
法
施
行
令
等
の
規
定
の

技
術
的
読
替
え
等
に
関
す
る
政
令
(
平
成
十
二
年
政
令
第
三
百
二
十
七
号
)
第
一
条
の
表

二
国
立
大
学
法
人
法
施
行
令
(
平
成
十
五
年
政
令
第
四
百
七
十
八
邑
第
二
十
六
条
第
一
項
第
五
十
号
並
び
に
第

二
項
の
表
医
療
法
施
行
令
第
一
条
の
表
第
二
十
三
条
の
二
の
項
の
項
医
療
法
施
行
令
第
一
条
の
表
第
二
十
四
条

第
.
項
の
項
、
第
二
十
四
条
の
二
第
一
項
の
項
、
第
二
十
四
条
の
二
第
二
項
の
項
及
び
第
二
十
八
条
の
項
の
項
及

び
医
療
法
施
行
令
第
一
条
の
表
第
二
十
四
条
第
二
項
の
項
の
項

三
独
立
行
政
法
人
国
立
病
院
機
構
法
施
行
令
軍
成
十
五
年
政
令
第
五
百
十
六
邑
第
十
六
条
第
一
項
第
三
十
五

号
及
び
第
二
項
の
表
医
療
法
施
行
令
第
一
条
の
項

報官

四
独
立
行
政
法
人
労
働
者
健
康
安
全
機
構
法
施
行
令
(
平
成
十
五
年
政
令
第
五
百
五
十
六
号
)
第
十
五
条
第
一
項

第
十
六
号
及
び
第
二
項

五
独
立
行
政
法
人
地
域
医
療
機
能
推
進
機
構
法
施
行
令
(
平
成
十
七
年
政
令
第
二
百
七
十
九
号
)
第
十
八
条
第
一

項
第
二
十
五
号
及
び
第
二
項
の
表
医
療
法
施
行
令
第
一
条
の
項

六
高
度
専
門
医
療
に
関
す
る
研
究
等
を
行
う
国
立
研
究
開
発
法
人
に
関
す
る
法
律
施
行
令
(
平
成
二
十
二
年
政
令

第
四
十
.
邑
第
十
六
条
第
一
項
第
二
十
六
号
及
び
第
二
項
の
表
医
療
法
施
行
令
第
一
条
の
項

七
独
立
行
政
法
人
海
技
教
育
機
構
法
第
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
医
療
法
施
行
令
の
規
定
の
技
術
的
読
替
え

等
に
関
す
る
政
令
(
平
成
二
十
八
年
政
令
第
五
十
八
号
)
第
一
条

文
部
科
学
大
臣
萩
生
田
光
一

厚
生
労
働
大
臣
加
藤
勝
信

国
土
交
通
大
臣
赤
羽
一
嘉

内
閣
総
理
大
臣
臨
時
代
理

国
務
大
臣
麻
生
太
郎
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一

報官

0
厚
生
労
働
省
令
第
四
号

医
療
法
及
ぴ
医
師
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
(
平
成
三
十
年
法
律
第
七
十
九
旦
の
一
部
の
施
行
に
伴
い
、
医
療

法
施
行
規
則
の
.
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
二
年
.
月
十
六
日

厚
生
労
働
大
臣
加
藤
勝
信

医
療
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

医
療
法
施
行
規
則
(
昭
和
二
十
三
年
厚
生
省
令
第
五
十
号
)
の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

(
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
)

1

目
次

改

一
章
総
則
(
第
一
条
・
第
一
条
の
己

章
の
二
医
療
に
関
す
る
選
択
の
支
援
等

(
第
一
条
の
二
の
二
1
第
一
条
の

十
)

第
一
章
の
三
1
第
七
章
(
略
)

附
則

第
一
条
医
療
法
露
和
二
十
三
年
法
律
第
二
百
五

号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
J
第
一
条
の
二
第
二
項

の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
場
所
は
、
次
の
と
お

り
と
す
る
。

一
老
人
福
祉
法
(
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
三

十
三
号
)
第
二
十
条
の
四
に
規
定
す
る
養
護
老

正

後

人
ホ
ー
ム
(
第
九
条
第
三
項
第
三
号
に
お
い
て

同
じ
J

二
老
人
福
祉
法
第
二
十
条
の
五
に
規
定
す
る
特

費
老
人
ホ
ー
ム
(
第
九
条
第
二
項
第
五
号
に
お

い
て
同
じ
J

四
・
五
(
略
)

目
次第
一
第
一

改

別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
(
第
九
条
第
三
項
第
四
号

に
お
い
て
同
じ
J

三
老
人
福
祉
法
第
二
十
条
の
六
に
規
定
す
る
軽

章
総
則
(
第
一
条
)

章
の
二
医
療
に
関
す
る
選
択
の
支
援
等

(
第
一
条
の
二
1
第
一
条
の
十
)

第
一
章
の
三
S
第
七
章
(
略
)

附
則

第
一
条
医
療
法
(
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
百
五

号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
J
第
一
条
の
二
第
二
項

の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
場
所
は
、
次
の
と
お

り
と
す
る
。

一
老
人
福
祉
法
(
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
三

十
三
号
)
第
二
十
条
の
四
に
規
定
す
る
養
護
老

費
老
人
ホ
ー
ム
(
第
九
条
第
三
項
第
五
号
に
お

い
て
同
じ
J

四
・
五
(
略
)

正

薪
誰

(
医
師
の
確
保
を
特
に
図
る
べ
き
区
域
に
お
け
る

経
験
を
有
す
る
臨
床
研
修
等
修
了
医
師
の
認
定

等
)

第
一
条
の
二
法
第
五
条
の
二
第
一
項
の
厚
生
労
働

省
令
で
定
め
る
区
域
は
、
法
第
三
十
条
の
四
第
二

項
第
十
四
号
に
規
定
す
る
区
域
(
法
第
三
十
条
の

人
ホ
ー
ム
(
第
九
条
第
二
項
第
三
号
に
お
い
て

同
じ
J

二
老
人
福
祉
法
第
二
十
条
の
五
に
規
定
す
る
特

四
第
六
項
に
規
定
す
る
区
域
を
除
く
。
)
内
の
区
域

で
あ
つ
て
、
医
師
の
確
保
を
特
に
図
る
べ
き
も
の

と
し
て
当
該
区
域
の
属
す
る
都
道
府
県
の
知
事
が

別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
(
第
九
条
第
二
項
第
四
号

に
お
い
て
同
じ
。
)

三
老
人
福
祉
法
第
二
十
条
の
六
に
規
定
す
る
軽

定
め
た
も
の
と
す
る
。

令和2年1月16日木曜日 (号外第8号) (2分冊の 1)
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2

法
第
五
条
の
二
第
一
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定

め
る
経
験
は
、
臨
床
研
修
等
修
了
医
師
が
、
同
項

に
規
定
す
る
医
師
の
確
保
を
特
に
図
る
べ
き
区
域

に
所
在
す
る
病
院
又
は
診
療
所
(
以
下
こ
の
条
及

ぴ
第
七
条
の
二
に
お
い
て
「
医
師
少
数
区
域
等
所

在
病
院
等
」
と
い
う
。
)
に
お
い
て
、
六
月
以
上
の

期
間
診
療
に
従
事
し
、
か
つ
、
当
該
病
院
等
に
お

い
て
次
に
掲
げ
る
全
て
の
業
務
を
行
つ
た
経
験
と

す
る
。
一
個
々
の
患
者
に
対
し
、
そ
の
生
活
状
況
を
考

慮
し
、
幅
広
い
病
態
に
つ
い
て
継
続
的
な
診
療

及
び
保
健
指
導
を
行
う
業
務

二
他
の
病
院
等
と
の
連
携
及
び
患
者
が
住
み
慣

報

れ
た
地
域
で
日
常
生
活
を
営
む
こ
と
が
で
き
る

よ
う
支
援
す
る
た
め
の
保
健
医
療
サ
ー
ビ
ス
又

は
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
者
と
の
連
携
に

関
す
る
業
務

三
地
域
住
民
に
対
す
る
健
康
診
査
、
保
健
指
導

官

そ
の
他
の
地
域
保
健
に
関
す
る
業
務

医
療
法
施
行
令
(
昭
和
二
十
三
年
政
令
第
三
百

二
十
六
号
。
以
下
「
令
」
と
い
う
J
第
一
条
に
規

定
す
る
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に

掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
医
師
の
確
保
を
特
に
図
る
べ
き
区
域
に
お
い

て
行
つ
た
医
療
の
提
供
に
関
す
る
業
務
(
前
項

各
号
に
掲
げ
る
全
て
の
業
務
を
含
む
も
の
と
す

る
。
)
の
内
容

第
一
条
の
二
の
二
・
第
一
条
の
二
の
三
(
略
)

第
一
条
の
九
の
二
の
二
令
第
三
条
の
二
第
一
項
第

一
号
ハ
の
規
定
に
よ
り
内
科
又
は
外
科
と
同
号
ハ

①
か
ら
④
ま
で
に
定
め
る
事
項
と
霜
み
合
わ
せ

る
に
当
た
つ
て
は
、
当
該
事
項
又
は
当
該
事
項
の

う
ち
異
な
る
複
数
の
区
分
に
属
す
る
事
項
と
を
組

み
合
わ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い

て
、
同
.
の
区
分
に
属
す
る
事
項
同
士
を
組
み
合

わ
せ
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

前
号
に
掲
げ
る
業
務
を
行
つ
た
期
間

第
.
号
に
掲
げ
る
業
務
を
行
つ
た
医
師
少
数

区
域
等
所
在
病
院
等
の
名
称
及
ぴ
所
在
地

四
第
.
号
に
掲
げ
る
業
務
を
行
う
こ
と
と
な
つ

た
理
由

を
管
理
さ
せ
る
場
合

五
第
、
号
に
掲
げ
る
業
務
を
行
つ
た
医
師
少
数

区
域
等
所
在
病
院
等
の
勤
務
環
境

六
第
二
号
の
期
間
及
び
当
該
期
間
の
前
後
に
お

開
始
し
た
医
師
以
外
の
医
師
に
限
る
。
)
に
病
院

け
る
勤
務
地
そ
の
他
の
勤
務
の
状
況

七
前
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
ほ
か
、
法
第
五
条

1

の
二
第
一
項
の
認
定
を
す
る
た
め
に
必
要
な
事

項

2
 
(
略
)

第
六
条
の
三

2
 
(
略
)

-
S
十
五

十
六
第

第
一
条
の
二
・
第
一
条
の
二
の
二
(
略
)

第
一
条
の
九
の
二
の
二
医
療
法
施
行
令
粛
和
二

十
三
年
政
令
第
三
百
二
十
六
号
以
下
「
令
」
と

い
う
J
第
三
条
の
二
第
一
項
第
盲
方
ハ
の
規
定
に

よ
り
内
科
又
は
外
科
と
同
号
ハ
ω
か
ら
④
ま
で
に

定
め
る
事
項
と
を
組
み
合
わ
せ
る
に
当
た
つ
て

は
、
当
該
事
項
又
は
当
該
事
項
の
う
ち
異
な
る
複

数
の
区
分
に
属
す
る
事
項
と
を
組
み
合
わ
せ
る
こ

と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
一
の
区

分
に
属
す
る
事
項
同
士
を
組
み
合
わ
せ
る
こ
と
は

で
き
な
い
。

2
 
(
略
)

第
六
条
の
三
(
略
)

2
 
(
略
)

一
 
1
十
五
(
略
)

十
六
第
一
条
の
十
一
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
体

制
を
確
保
し
て
い
る
こ
と
、
第
七
条
の
二
の
規

定
に
よ
る
公
表
並
ぴ
に
第
九
条
の
二
十
の
二
第

一
項
第
一
号
か
ら
第
十
三
号
ま
で
及
び
第
十
五

条
の
四
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
を
行
つ
て
い
る

こ
と
を
証
す
る
書
類

3
S
5
 
(
略
)

(
堕

(
新
盡

制
を
確
保
し
て
い
る
こ
と
、
第
七
条
の
二
の
二

の
規
定
に
よ
る
公
表
並
び
に
第
九
条
の
二
十
の

二
第
.
項
第
一
号
か
ら
第
十
三
号
ま
で
及
び
第

十
五
条
の
四
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
を
行
つ
て

い
る
こ
と
を
証
す
る
書
類

3
S
5
 
(
略
)

(
賂

条
の
十
一
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
体

(
認
定
を
受
け
た
臨
床
研
修
等
修
了
医
師
を
管
理

者
と
す
る
病
院
等
)

第
七
条
の
二
法
第
十
条
第
三
項
の
厚
生
労
働
省
令

で
定
め
る
病
院
は
、
地
域
医
療
支
援
病
院
の
う
ち

医
師
少
数
区
域
等
所
在
病
院
等
に
対
し
て
医
師
を

派
遣
し
、
又
は
医
師
の
確
保
を
特
に
図
る
べ
き
区

域
に
お
け
る
医
療
の
質
の
向
上
若
し
く
は
そ
の
環

境
の
整
備
に
資
す
る
事
業
を
行
う
病
院
と
す
る
。

法
第
十
条
第
三
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る

場
合
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
と
す
る
。

一
地
域
に
お
け
る
医
療
の
確
保
の
た
め
に
当
該

病
院
を
管
理
す
る
こ
と
が
適
当
と
認
め
ら
れ
る

者
(
令
和
二
年
四
月
一
日
以
降
に
臨
床
研
修
を

令和 2年1月16日木曜日

31

(号外第8号)
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.

二
前
号
に
掲
げ
る
場
合
の
ほ
か
、
前
任
の
病
院

の
管
理
者
が
不
在
と
な
る
こ
と
が
予
期
し
な
か

つ
た
も
の
で
あ
る
場
合
で
あ
つ
て
、
法
第
五
条

の
二
第
一
項
の
認
定
を
受
け
て
い
な
い
者
に
当

該
病
院
を
管
理
さ
せ
る
こ
と
に
つ
い
て
や
む
を

得
な
い
事
情
が
あ
る
と
当
該
病
院
の
所
在
地
の

第
七
条
の
二
の
二

第
九
条
(
畷

(
削
る
) 都

道
府
県
知
事
が
認
め
る
と
き

(
賂

報

2
 
・
 
3
 
(
略
)

第
九
条
の
二
の
二
(
略
)

-
 
S
十
五
(
略
)

十
六
第
一
条
の
十
一
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
体

官

制
の
確
保
、
第
七
条
の
二
の
二
の
規
定
に
よ
る

公
表
並
び
に
第
九
条
の
二
十
の
二
第
一
項
第
一

号
か
ら
第
十
三
号
ま
で
並
び
に
第
十
五
条
の
四

第
二
号
及
び
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
の
状
況

2
S
4
 
(
略
)

第
七
条
の
二
(
瞳

第
九
条
(
畷

法
第
十
二
条
第
二
項
第
一
号
の
厚
生
労
働
省
令

2

で
定
め
る
区
域
は
、
法
第
三
十
条
の
四
第
二
項
第

十
四
号
に
規
定
す
る
区
域
(
法
第
三
十
条
の
四
第

別
表
第
一
(
第
一
条
の
二
の
二
関
係
)

六
項
に
規
定
す
る
区
域
を
除
く
J
内
の
区
域
で

附
則

こ
の
省
令
は
、
令
和
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

あ
っ
て
、
医
師
の
確
保
を
特
に
図
る
べ
き
も
の
と

し
て
当
該
区
域
の
属
す
る
都
道
府
県
の
知
事
が
定

め
た
も
の
と
す
る
。

3
 
・
 
4
 
(
略
)

第
九
条
の
二
の
二
(
略
)

-
 
S
十
五
(
略
)

十
六
第
.
条
の
十
一
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
体

制
の
確
保
、
第
七
条
の
二
の
規
定
に
よ
る
公
表

並
び
に
第
九
条
の
二
十
の
二
第
一
項
第
一
号
か

ら
第
十
三
号
ま
で
並
び
に
第
十
五
条
の
四
第
二

号
及
び
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
の
状
況

2
S
4
 
(
略
)

別
表
第
一
(
第
.
条
の
二
関
係
)

3

露
)

露
)

令和2年1月16日木曜日 (号外第8号)


